
参考資料平成20年度予算（案）新規事項の概要

（新）土地利用用途等に応じた土壌汚染対策推進費
４４百万円(０百万円)

水・大気環境局土壌環境課
１．事業の概要
土壌汚染が存在するために土地が有効に利活用されないブラウンフィール

ド問題は、今後深刻化する可能性がある。現状では、対策内容として不動産
取引で完全な掘削除去が求められることが多くなっており、これが土壌汚染
対策費用の高額化を招き、工場跡地等が放置される要因となっている。土壌
汚染は、土地の利用状況や土壌汚染の程度、現場の地形・地質・地下水の状
況等に応じて適切に管理すれば、完全浄化でなくても土地の有効活用が図ら
れるものであり、そのための具体的な方策が必要となっている。

（１）土地利用用途に応じた対策基準の検討
現状では、土壌汚染対策の必要性を判断するための基準が全国一律の

基準になっているが、人へのばく露度合いは、工場、事業場、住宅地あ
るいは公園等、土地の利用状況によって違いがあるものと考えられるこ
とから、土地利用用途に応じた対策の必要性を判断するための基準を検
討する必要がある。諸外国における土地利用用途別の設定方法を考慮し
つつ、我が国での土壌環境や市街地状況に応じた土地利用用途別の土壌
汚染対策の推進を図る。

（２）汚染地毎のリスクアセスメント手法の検討
諸外国では土壌汚染サイト毎のリスク評価を実施し、対策に活用する

サイト毎のリスクアセスメントが普及している。汚染地毎に有害物質の
種類・濃度あるいは現場の地形・地質・地下水の状況等を考慮し、対策
内容の妥当性を判断するきめ細かなリスク評価を導入し、汚染地毎に合

、我が国における汚染地毎理的かつ適切な対策を促進していくため
のリスクアセスメントの活用手法について検討する。

（３）土壌汚染リスクアセスメント現場調査
土壌汚染の現場で、実際に汚染地毎の汚染の程度や現場の状況に応じ

たリスクアセスメントを、専門家の協力を得るなどして、試行的に行い、
現場に即した対策計画の策定手法を開発する。また、その結果として得
られた具体的な手法をモデルケースとして我が国で展開を図っていくた
め、専門家を派遣し、普及支援を行う。

（４）土壌汚染対策の普及啓発事業
汚染地毎のリスクアセスメント導入や土地利用用途に応じた対策の普

及促進にあたり、全国の主要都市で、諸外国の専門家など各界の参加を
得て、土壌汚染に関する幅広い議論を行うなどにより、普及啓発を図る。

２．事業計画

調 査 項 目 H20 H21 H22

○土地利用用途に応じた対策基準の検討
○汚染地毎のリスクアセスメント手法の検討
○土壌汚染リスクアセスメント現場調査
○土壌汚染対策の普及啓発事業

３．施策の効果
土壌汚染対策の新たな施策展開が図られ、合理的かつ適切な土壌汚染対

策の促進、ブラウンフィールド問題の緩和に資する。

４．備考
調査費 42,577千円
（内訳）

土地利用用途に応じた対策基準の検討 8,271千円
汚染地毎のリスクアセスメント手法の検討 6,947千円
土壌汚染リスクアセスメント現場調査 20,840千円
土壌汚染対策の普及啓発事業 6,519千円

外国旅費 1,143千円
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合 理 的 か つ 適 切 な 土 壌 汚 染 対 策 の 促 進
ブ ラ ウ ン フ ィ ー ル ド 問 題 の 緩 和

効 果

不動産取引などで、完全な掘削
除去が求められる傾向

土壌汚染対策費の高額化
工場跡地等の放置

ブラウンフィールド問題が今後深刻化する可能性

リスクを的確に評価

土地利用用途の考慮 汚染の状況の把握

住宅地公 園

商業地工 場

有害物質の種類・濃度

地形・地質・地下水の状況


